
第　１６　号議案

　（総　則）

第１条　平成３１年度久留米市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　給水戸数 戸

　　（２）　年間総給水量 立方メートル

　　（３）　一日平均給水量 立方メートル

　　（４）　建設改良事業の概要

　　　　　　　１　配水管布設工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　２　配水管改良工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　３　浄水施設整備工事

７６,７４７

１３０,６８２

２８,０８９,０００

１５,８８０

平 成 ３ １ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算

６,１８５

一　　式
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

４,９５５,３７７

４,６９３,７５５

４,４８５,７１９

２６１,４２０

収　　　　　　　入

４,３０４,６３７

１５５,７７９

５,３０３

２０２

支　　　　　　　出

２０,０００
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　（資本的収入及び支出）

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　負担金 千円

　　第３項　加入金 千円

　　第４項　固定資産売却代金 千円

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　予備費 千円

１５１,４１０

支　　　　　　　出

　及び地方消費税資本的収支調整額１３２，６６１千円、減債積立金７７７，４８１千円、過年度分損益勘定留保資金９３７，８７４千円で補てんするもの

１,１７５,２６５

２２２,６１５

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，８４８，０１６千円は、当年度分消費税

８００,０００

３,０２３,２８１

７７７,４８１

２０,０００

収　　　　　　　入

２,２２５,８００

１,２４０

　とする。）。
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　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　（債務負担行為）

財務会計システム再構築業務委託料 平成３２年度 ２,５１０

事　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　度　　　額

整 備 事 業
９３７,５３０ ３７５,０１２

浄 水 施 設

浄水場運転管理業務委託料 平成３２年度から平成３６年度まで ５６５,０００
千円

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

平成３３年度 １８７,５０６

１　資本的支出 １　建設改良費

千円
平成３１年度 ３７５,０１２

年度 年割額款 項 事業名

千円

平成３２年度

総額
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　（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　　営業費用と営業外費用の間

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　議決を経なければならない。

　　（１）　職員給与費 千円

　　（２）　交際費 千円

　　　　平成３１年２月２５日提出

　

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

福岡県久留米市長　 大　久　保　 勉

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の

７１４,１６９

１７１

２．０　以内

普通貸借又は証券発行

千円

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定する事項による。
　ただし、財政の都合により据置期
間を短縮し、もしくは繰上償還又は
低利に借換えすることができる。

上水道事業

％

８００,０００ （ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法起債の目的
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預金利息及びその他利息収入

行政財産使用料及びその他雑収入

５２,９１０

水道料金収入４,６４０,８４５

２６１,４２０

７００

１６,９３３

２０２

２４３,７８７２　長期前受金戻入

２　営業外収益

１　受取利息及び配当金

３　雑収益

備　　　　　　考

１　営業収益

４,９５５,３７７

４,６９３,７５５

給水装置工事手数料、消火栓維持管理負担金等の収入

予定額（千円）

１　水道事業収益

１　給水収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目

２　その他の営業収益

平 成 ３ １ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

３　特別利益

２

２００

１　固定資産売却益

２　過年度損益修正益
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１０８,３０１

２２,８５９

２６２,４９５

１０７,６０１

その他配給水設備の維持管理

修　繕　費

９４,４０２

２９,８４４

３０,５４９

１７,４７６

５６,９５３

給　　　料　２５人

法定福利費

メーター検定修理に要する費用

動　力　費

に要する費用

３８,６８５

動　力　費

薬　品　費

受　水　費

その他取水及び浄水設備の維持管理

に要する費用

１４４,９１４

７３,３０５

８８１,０９０

手　当　等

委　託　料

給　　　料　１４人

千円

５３,１６８

手　当　等

法定福利費

１３８,６５７

１８,７３７

６２２,１７９

１　原水及び浄水費

４,３０４,６３７

１,４５６,８５７

１　営業費用

項 予定額（千円）

４,４８５,７１９

備　　　　　　考目款

１　水道事業費用

支　　　　　　出

２　配水及び給水費

委　託　料
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企業債利息

１　過年度損益修正損

２　消費税及び地方消費税

１,０００３　雑支出

１１,４０３

　

７１,３１３

４４,３６１

４４,２０３

２８０,３７０

２,１６５

４３,９０７

委　託　料

６６,３５７

４９,７７２

法定福利費

その他料金の調定、検針及び収納

給　　　料　１５人

手　当　等

法定福利費 ２２,３０８

３６,８２７

２３,４５０

厚生福利費

退職給付費

その他総括的業務に要する費用

委　託　料

給　　　料　９人

に要する費用

手　当　等

５,３０３

９１,２１７

１　予備費 ２０,０００

１５５,７７９

５３,３２４

４　予備費

１０１,４５５

５,３０３

３９５,９５７

３００,４７９

１　支払利息及び企業債取扱諸費

５　減価償却費

６　資産減耗費

３　業務費

３　特別損失

２　営業外費用

２０,０００

４　総係費

１,４３７,９４８
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備　　　　　　考

配水管布設等工事負担金

１　固定資産売却代金

１,２４０

１,２４０

１　資本的収入

１　企業債

４　固定資産売却代金

１５１,４１０

２２２,６１５

８００,０００

目 予定額（千円）項

８００,０００

建設改良費

２　負担金

２２２,６１５１　工事負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

１　企業債

１,１７５,２６５

款

水道加入金

３　加入金

１　加入金 １５１,４１０
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予定額（千円）

法定福利費 ２３,４８７

７２,９００給　　　料　１９人

千円

備　　　　　　考

５４,３２５

１　建設改良費

手　当　等

配水管布設工事費

浄水施設整備工事費

配水管改良工事費

８１,９０３

５７,９１９

４６８,４７３

６,４３７

委　託　料

４１９,１３０

メーター購入費　２，０１８個

１１,９６５その他建設改良に要する費用

　車両運搬具購入

機器購入費 ５１,４８２

企業債元金償還金

２２,３０５

９,７５６

１９,４２１

　業務用機器購入

　水質機器購入

７７７,４８１

７７７,４８１

２　企業債償還金

２０,０００

３,０２３,２８１

２,１６７,８８１

１　企業債償還金

２０,０００

２　機械備品購入費

３　予備費

１　予備費

款 目項

２,２２５,８００

支　　　　　　出

１　建設改良費

１　資本的支出

１,０３５,６９８
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平成３１年度　久留米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ３６３,０８２

　　減価償却費 １,４３７,９４８

　　退職給付引当金の増加額 ２３,０８２

　　賞与引当金の増加額 ３,３３６

　　貸倒引当金の減少額 △ １３

　　修繕引当金の減少額 △ ８１,０９２

　　長期前受金戻入額 △ ２４３,７８７

　　受取利息及び配当金 △ ７００

　　支払利息及び企業債取扱諸費 １０１,４５５

　　固定資産除却損 ５３,５１７

    固定資産売却益 △ ２

　　未収金の減少額 １,５７２

　　未払金の増加額 ２７,８０３

　　小計 １,６８６,２０１

　　利息及び配当金の受取額 ８１０

　　利息の支払額 △ １０１,４５５

　　業務活動によるキャッシュ・フロー １,５８５,５５６

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ ２,１３４,４５３

　　有形固定資産の売却による収入 １,１３６

　　国庫補助金等による収入 ３３２,１６３

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,８０１,１５４

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ８００,０００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ７７７,４８１

　　財務活動によるキャッシュ・フロー ２２,５１９

４　資金増加額（又は減少額） △ １９３,０７９

５　資金期首残高 ４,１８４,９０７

６　資金期末残高 ３,９９１,８２８
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１　総　　括

特別職 一般職 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１ ５９

(３)

１９

(０)

１ ７８

(３)

１ ５９

(３)

１９

(０)

１ ７８

(３)

０ ０

(０)

０

(０)

０ ０

(０)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

４,５５４ ４,４４３ ８,９９７ ２,１７３ １１,１７０

２９８ △ ２４１ ５７ ９９

４,２５６ ４,６８４ ８,９４０ ２,０７４ １１,０１４

１５６

７２,６０２

３１９,１００ ２８３,４３０ ６０２,５３０

１５０,５５６２３,３８８１２７,１６８５４,５６６

１００,４６９ ７０２,９９９

７１４,１６９

２４６,４９８ ２２８,８６４ ４７５,３６２ ７７,０８１ ５５２,４４３

３２３,６５４ ２８７,８７３ ６１１,５２７ １０２,６４２

５４,３２５ １２７,２２５ ２３,４８７ １５０,７１２

２５０,７５４ ２３３,５４８ ４８４,３０２ ７９,１５５

前
　
年
　
度

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

給　　　　与　　　　費

給　　与　　費　　明　　細　　書

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

本
　
年
　
度

区　　　　　分

職　員　数

５６３,４５７

７２,９００
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １３,４１７ ８,２２０ ７,３９２ ５４１

前　年　度 １１,７１３ ７,３７０ ７,５３４ ５３６

比　　　較 １,７０４ ８５０ △ １４２ ５

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２８,８５６ １,１４９ ７,８１０ ７４

前　年　度 ２８,８７４ １,２８７ ７,７１０ ７４

比　　　較 △ １８ △ １３８ １００ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８７,９９４ ６１,１０７ ７１,３１３

前　年　度 ８７,３１０ ５８,５１７ ７２,５０５

比　　　較 ６８４ ２,５９０ △ １,１９２

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 ４,５５４ 　１　給与改定に伴う ６３９ 　給料表の改定　　平均0.2％引き上げ

　　　増減分

　２　昇給に伴う増加 １,１１４ 　平均昇給率 0.35％

　　　分

　３　その他の増減分 ２,８０１ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況（短時間勤務職員を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　１月に 　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　 在職する職員　　　（増減） 　　（計）

　　　　　　　　本年度　　　　７７人　　 　 １人　　　７８人

　　　　　　　　前年度　　　　７８人　　 　 ０人　　　７８人

　　　　　　　　増　減  　　　△１人　　　　１人　　 　 ０人

手　当 ４,４４３ 　１　制度改正に伴う １,６３５ 　勤勉手当　　　　　　年間1.8月 　→　1.85月

　　　増減分

　２　その他の増減分 ２,８０８

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

２，８０１千円
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 ３２６，３９５ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ３８０，１１５ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４３歳７ヵ月 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３２１，５５９ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ３７５，４７４ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４２歳７ヵ月 歳

短時間勤務職員を除く

　（２）初任給

給 料 表 （一）（円） 給 料 表 （二）（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円）

高   校   卒 １５３,０００ １５０,７００ １５３,０００ １５０,７００

大   学   卒 １８７,２００ １８７,２００

企　　　業　　　職

平成３１年 １ 月 １ 日 現在

区        分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成３０年 １ 月 １ 日 現在

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度企　　　業　　　職
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　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１　　級 ９  １１.７  １　　級

２　　級 ７  ９.１  ２　　級

１８  ２３.３  

(２) (１００.０)

４　　級 ２６  ３３.８  ４　　級

５　　級 ８  １０.４  

６　　級 ７  ９.１  

７　　級 １  １.３  

８　　級 １  １.３  

７７  １００.０  

(２) (１００.０)

１　　級 １０  １２.８  １　　級

２　　級 ５  ６.４  ２　　級

２０  ２５.６  

(２) (１００.０)

４　　級 ２６  ３３.３  ４　　級

５　　級 ８  １０.３  

６　　級 ８  １０.３  

７　　級

８　　級 １  １.３  

７８  １００.０  

(２) (１００.０)

給　　料　　表　　（一） 給　　料　　表　　（二）
区　　　　分

企　　　　業　　　　職

３　　級 ３　　級

平成３１年 １月 １日現在

計

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

計 計

３　　級 ３　　級

計

平成３０年 １月 １日現在
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（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識又 　主任主事の職 　１　主査の職 　１　課長補佐 　課長の職務又 　１　次長の職 　部長の職務又

　は経験を必要 　務 　務又は職務の 　の職務又は職 　は職務の複雑、　務又は職務の 　は職務の複雑、

　とする業務を 　 　複雑、困難及 　務の複雑、困 　困難及び責任 　複雑、困難及 　困難及び責任

　行う主事の職 　び責任の度が 　難及び責任の 　の度がこれと 　び責任の度が 　の度がこれと

　務 　これと同程度 　度がこれと同 　同程度のもの 　これと同程度 　同程度のもの

　のものとして　　程度のものと 　として管理者 　のものとして 　として管理者

　管理者が別に 　して管理者が 　が別に定める 　管理者が別に 　が別に定める

　定める職の職 　別に定める職 　職の職務 　定める職の職 　職の職務

　務 　の職務 　務

　２　困難な業 　２　困難な業 　２　困難な業

　務を行う主任 　務を行う主査 　務を行う課長

　主事の職務 　の職務又は職 　の職務又は職

　務の複雑、困 　務の複雑、困

　難及び責任の 　難及び責任の

　度がこれと同 　度がこれと同

　程度のものと 　程度のものと

　して管理者が 　して管理者が

　別に定める職 　別に定める職

　の職務 　の職務

企　 業　 職
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　（４）昇給 　（５）特殊勤務手当

給料表（一） 給料表（二）

７７ ７７

６９ ６９

２号給　（人） 支 給 対 象 職 員 の 比 率

４号給　（人） ５８ ５８ 　（平成３１年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人） 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

８号給　（人） １１ １１ 平　　均　　支　　給　　月　　額

　号給　（人）

８９.６ ８９.６

７７ ７７

６９ ６９

２号給　（人）

４号給　（人） ５８ ５８

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人）

８号給　（人） １１ １１

　号給　（人）

８９.６ ８９.６

短時間勤務職員、再任用職員を除く

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 保　安　手　当 

企　業　職

０.１ ％　

４８％　

１，２１８円　

企業職
合　計区　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

区　　　　　　　　　分

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比　率（ｂ）／（ａ） （％）

職　　員　　数（ａ)　（人）

昇給に係る職員数（ｂ） （人）
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　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

２．２２５　　 ２．２２５　　 ４．４５

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．１２５　　 ２．２７５　　 ４．４０

（１．０７５） （１．２２５） （２．３０）

２．２２５　　 ２．２２５　　 ４．４５

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

（　　）内は再任用職員の支給率

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

一般会計の制度（支給率等） ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

　（８）その他の手当

区　　　分

備    考

備    考

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度 有

同　　　　　じ

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

有

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

区　　　分
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全　　体　　計　　画

年割額
款 項 事業名

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

年度

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

1 資本的
支　出

1 建　設
改良費

31

計

千円 千円 千円

継 続 費 に 関 す る 調 書

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

375,012 375,012 0 375,012 375,012 40.0

32 375,012 375,012 0 375,012 0.0
浄水施設

40.0937,530 0 0 937,530 0 0 375,012 375,012 562,518

0 187,506 0.0187,506 187,506
整備事業

33
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２,５１０
再構築業務委託料

２,５１０平成３２年度
財務会計システム

２,５１０

平成３３年度まで

料金窓口業務等
９４６,５００ 平成３０年度まで ３４４,７３６

平成３１年度から
４２７,８００ ４２７,８００

包括委託料

５６５,０００
業務委託料 平成３６年度まで

５６５,０００
浄水場運転管理

５６５,０００
平成３２年度から

千円 千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

千円 千円

期　間

左　の　財　源　内　訳
義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間 金　額

千円

金　額 企業債 その他
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４８３,６６３

ロ １,４５６,３００

△ ９０８,２０３ ５４８,０９７

ハ ５５,７９１,８７７

△ ２３,６１５,６５８ ３２,１７６,２１９

ニ ６,７７０,９６５

△ ４,６１２,６８８ ２,１５８,２７７

ホ ４０,０２５

△ ２１,９２７ １８,０９８

へ ３５６,３４９

△ ２４６,８４１ １０９,５０８

ト １,９７４,３３６

３８,４６８,１９８

（２）

イ １,１０９

ロ ５２

１,１６１

資　　　産　　　の　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

（平成３２年３月３１日）

平 成 ３ １ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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（３）

イ ５００,０００

５００,０００

３８,９６９,３５９

２　流　　動　　資　　産

（１） ３,９９１,８２８

（２） ７２４,４１６

（３） △ ４,８２６ ７１９,５９０

（４） ３７５,０１２

（５） ６２

５,０８６,４９２

４４,０５５,８５１

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ７,９５７,８９１

７,９５７,８９１

（２）

イ ８９０,３４９

ロ ３９４,７７５

１,２８５,１２４

９,２４３,０１５

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ８６５,３７５

８６５,３７５

（２） ４８７,６９７

（３）

イ ５４,７７８

５４,７７８

（４） ４７,１９４

１,４５５,０４４

５　繰　延　収　益

（１） １０,４１７,７２５

△ ３,９６４,２５４ ６,４５３,４７１

（２） ３２７,５２５

６,７８０,９９６

１７,４７９,０５５

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

長期前受金収益化累計額

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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６　資　　本　　金 ２２,５４５,７５３

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７３

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４０

（２）

イ ２８０,６８５

ロ ２８３,６５０

ハ １,２２２,９６８

１,７８７,３０３

４,０３１,０４３

２６,５７６,７９６

４４,０５５,８５１

建 設 改 良 積 立 金

国 県 市 補 助 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

減 債 積 立 金

加 入 金

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資　　　本　　　の　　　部
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（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

（１） ４,３１０,６７９

（２） ５１,５５５ ４,３６２,２３４

２　営　　業　　費　　用

（１） １,４０１,３３０

（２） ５０９,３９２

（３） ３８９,１００

（４） ２３１,１０５

（５） １,３９４,１１３

（６） ３７,７１５ ３,９６２,７５５

３９９,４７９営 業 利 益

平 成 ３ ０ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費
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３　営　業　外　収　益

（１） １,８０１

（２） ２３２,５８２

（３） １５,０２８ ２４９,４１１

４　営　業　外　費　用

（１） １０６,７９７ １０６,７９７ １４２,６１４

５４２,０９３

５　特　　別　　利　　益

（１） ７,４９４

（２） ３,２７８ １０,７７２

６　特　　別　　損　　失

（１） １８０

（２） ４,６５６ ４,８３６ ５,９３６

５４８,０２９

７４,３７６

７１１,８０４

１,３３４,２０９

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

支払利息及び企業債取扱諸費
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４８３,６６３

ロ １,４５６,３００

△ ８７６,７６４ ５７９,５３６

ハ ５４,４９１,８０１

△ ２２,６８２,８９７ ３１,８０８,９０４

ニ ６,７２８,６０５

△ ４,４１１,７４２ ２,３１６,８６３

ホ ２９,１４４

△ ２７,８５７ １,２８７

へ ３４６,８３９

△ ２４１,８２６ １０５,０１３

ト １,９２２,２１６

３８,２１７,４８２

（２）

イ １,１０９

ロ ７７

１,１８６

（平成３１年３月３１日）

平 成 ３ ０ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

土 地

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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（３）

イ ５００,０００

５００,０００

３８,７１８,６６８

２　流　　動　　資　　産

（１） ４,１８４,９０７

（２） ６９７,３３１

△ ４,８３９ ６９２,４９２

（３） １７,０６４

（４） ６２

４,８９４,５２５

４３,６１３,１９３

未 収 金

現 金 ・ 預 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ８,０２３,２６６

８,０２３,２６６

（２）

イ ８６７,２６７

ロ ４７５,８６７

１,３４３,１３４

９,３６６,４００

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ７７７,４８１

７７７,４８１

（２） ４９３,１０９

（３）

イ ５１,４４２

５１,４４２

（４） ４７,１９４

１,３６９,２２６

５　繰　延　収　益

（１） １０,０８９,７７２

△ ３,７４２,６１７ ６,３４７,１５５

（２） ３１６,６９８

６,６６３,８５３

１７,３９９,４７９

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債 合 計

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金
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６　資　　本　　金 ２１,８３３,９４９

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７３

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４０

（２）

イ ５１８,１６６

ロ ２８３,６５０

ハ １,３３４,２０９

２,１３６,０２５

４,３７９,７６５

２６,２１３,７１４

４３,６１３,１９３負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

資　　　本　　　の　　　部

その他資本剰 余金

工 事 負 担 金

国 県 市 補 助 金

加 入 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金
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会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物          10～50 年 

 構築物          2～60 年 

 機械及び装置       2～20 年 

 車両運搬具        2～ 5 年 

 器具及び備品       2～20 年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 商標権                      10 年 

 地上権                       5 年 

  （３）リース資産 

現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引については、中小規模事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。 

２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する
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額（12月から 3月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．平成３１年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    平成３１年度において、退職手当 48,231,000 円を支給するために、退職給付引当金 48,231,000円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 164,297,000 円の支出のために、賞与引当金 51,442,000 円を取り崩

す予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    平成３１年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 2,427,000 円を取り崩す予定である。 

４ 修繕引当金の取り崩し 

    平成３１年度において、浄水施設等の修繕に充てるため、修繕引当金 81,092,000 円を取り崩す予定である。 

  ５ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 23,415,310円 

     １年超 68,661,673円  

      計    92,076,983円 
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Ⅲ．平成３０年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    平成３０年度において、退職手当 21,836,349円を支給するために、退職給付引当金 21,836,349円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 144,871,825 円の支出のために、賞与引当金 50,978,000 円を取り崩

す予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    平成３０年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 2,412,000 円を取り崩す予定である。 

４ リース契約により使用する固定資産 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 20,067,859円 

     １年超 37,644,066円  

      計    57,711,925円 

（２）オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 2,152,390円 

     １年超      0円  

      計   2,152,390円 

 

 Ⅳ．セグメント情報の開示 

  久留米市水道事業は、水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 

 

 Ⅴ．その他の注記 

修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てたものであり、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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